
注：◎は新規施策分
○は大幅増額分
（　　　）は累計額

単位：千円

１　防災・減災、老朽化対策 １１，５９１，３７６
〔債務負担行為限度額　　５０６，０００〕

○ 農地防災事業費（農林水産部　農地整備課） ４０３，３８０

地すべり対策事業費 222,597千円
石畳地区（内子町）集水井工　など　15か所

（国50/100　県50/100）
中山間地域総合農地防災事業費 180,783千円

成妙地区（宇和島市）ため池工　など　5か所
（国55/100　他17.5/100　県27.5/100）

○ 土地改良施設耐震診断事業費（農林水産部　農地整備課） ５７，７５０

土地改良施設の耐震性能の強化を図るため、農業水利施設の耐震診断を実施する。
対象箇所 朝倉ダム（今治市）　など　7か所
補助率 国10/10

○ 農地防災施設耐震診断事業費（農林水産部　農地整備課） ２２１，５５０

農地防災施設の耐震性能の強化を図るため、ため池の耐震診断等を実施する。
対象箇所 坂戸下池（西予市）　など　33か所
補助率 国10/10

○ 治山費（農林水産部　森林整備課） １，０２６，３２５

山地防災治山事業費
竹花地区（四国中央市）谷止工　など　23か所

（国50/100　県50/100）

○ 道路橋りょう新設改良費（土木部　道路建設課・道路維持課）
５，０５２，９４９

道路改築事業費 1,190,526千円
久米垣生線（松山市）道路改良　など　20か所

（国6/10　県4/10）
橋りょう補修事業費 836,633千円

野村城川線（西予市）耐震補強　など　120か所
（国6/10・5/10　県4/10・5/10）

災害防除事業費 2,387,894千円
名坂トンネル線（八幡浜市）トンネル覆工補修　など　28か所

（国6/10・5/10　県4/10・5/10）
交通安全施設等整備事業費 110,527千円

柳沢新谷停車場線（大洲市）路肩改良　など　5か所
（国6/10　県4/10）

舗装補修事業費 527,369千円
美川川内線（久万高原町）　など　6か所

（国6/10・5/10　県4/10・5/10）

(1,986,829)

(76,230)

(434,550)

平成２５年度２月補正予算について

(2,955,934)

(14,827,212)

（経済対策）
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○ 橋梁長寿命化修繕計画策定事業費（土木部　道路維持課） ５５，０００

橋梁の長寿命化及び修繕等費用の縮減を図るため、長寿命化修繕計画を策定する。
事業内容 現状での健全度評価、将来の劣化予測

ライフサイクルコストが安価となる最適補修時期・工法の決定　など
対象数 546橋
負担区分 国6/10　県4/10

○ 河川総合開発費（土木部　河川課） ２１，２５８

堰堤改良費
玉川ダム（今治市）長寿命化計画策定

治水54.33％（国1/2　県1/2）　上水32.41％　工水13.26％

○ 河川改良費（土木部　河川課） １，２４２，１０５

河川改修費
大宿川（鬼北町）護岸工　など　25か所

（国1/2　県1/2）

河川等情報システム改修事業費（土木部　河川課） ３１，５７８

河川等情報システムの機器を更新し、防災情報の適正・円滑な運用を図る。

海岸保全費（土木部　港湾海岸課） ２２１，０５３

海岸保全施設整備事業費
寒川港海岸（四国中央市）護岸改良　など　7か所

（国1/2　他1/6・0　県2/6・1/2）

砂防費（土木部　砂防課） ５４１，０５１

通常砂防事業費 252,631千円
神崎川（宇和島市）堰堤改築工　など　9か所

（国1/2　県1/2）
地すべり対策事業費 125,263千円

本村地区（大洲市）集水井工　など　5か所
（国1/2　県1/2）

急傾斜地崩壊対策事業費 163,157千円
石丸地区（宇和島市）擁壁工　など　8か所

（国45/100・40/100　他1.8/100　県53.2/100・58.2/100）

○ 港湾建設費（土木部　港湾海岸課） ４１１，５７８

港湾整備事業費
伯方港（今治市）防波堤　など　6か所

（国1/2～1/3　他1/6～2/9　県1/3～4/9）

○ 東予港西条地区産業関連港湾整備事業費（土木部　港湾海岸課）
２５２，６３２

東予港西条地区の防波堤整備
地盤改良

（国1/4　市1/12　受益者1/2　県1/6）

○ 三島川之江港金子地区港湾整備事業費（土木部　港湾海岸課） ３１，５７８

環境整備事業
（国1/2　他1/6　県2/6）

(72,995)

(126,521)

(318,946)

(1,330,940)

(5,068,672)

(1,444,349)

(1,010,526)

(63,156)

(2,549,921)
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地域高規格道路大洲・八幡浜自動車道整備事業費（土木部　道路建設課）
１０５，２６３

事業箇所 国道197号大洲・八幡浜自動車道
八幡浜道路 (八幡浜市郷 ～大平）

事業内容 八幡浜道路 ： 八幡浜IC付近道路改良工
負担区分 国5.5/10　県4.5/10

ＪＲ松山駅付近連続立体交差事業費（土木部　都市整備課） ２２１，０００

JR松山駅付近連続立体交差事業
実施期間 21～32年度
事業内容 橋りょう工、擁壁工
負担区分 国6/10　松山市1/8　県11/40　

街路事業費（土木部　都市整備課） ２３，１５７

都市計画街路事業費
大浦１号線（宇和島市）

（国6/10　他0.8/10　県3.2/10）

総合運動公園改修事業費（企画振興部　国体運営調整課） ６０，０００

えひめ国体開催時の拠点施設となる県総合運動公園を計画的に改修整備する。
事業内容 陸上競技場（バックスタンド内雨天走路）
負担区分 国1/2　県1/2

○ 国体関連総合運動公園北部整備事業費（土木部　都市整備課）
１０５，２６３

公園機能の充実を図るため、総合運動公園の北部丘陵地を整備する。
事業内容 埋蔵文化財調査、造成工事、広場兼駐車場工事　など
負担区分 国50/100　市町8/100　県42/100

○ 南予レクリエーション都市公園改修費（土木部　都市整備課） ７４，６９４

老朽化した園路舗装整備や園内トイレのバリアフリー化を図る。

○ とべ動物園施設整備費（土木部　都市整備課） ２１，０５２

老朽化が著しい園路の舗装

○ 県営住宅（砥部団地）建替事業費(土木部　建築住宅課） ５３，４３５

場所 砥部町
構造・規模 ＲＣ10Ｆ　1棟　48戸（3期）、ＲＣ10Ｆ　1棟　80戸（4期）
事業内容 3期：建設工事

4期：調査設計
負担区分 国1/2　県1/2

県営住宅管理費（土木部　建築住宅課） ７０，１７９

建設後10年以上の県営住宅の外装改善等

○ 港湾事業補助金（土木部　港湾海岸課） １８，３３３

市町等管理港湾の港湾事業を助成するため、市町等施行の国庫補助事業に対して補助する。
補助対象 今治港（今治市）　など　3か所
補助率 国費控除後の1/3以内

(159,148)

(25,262)

(82,871)

(538,594)

(102,141)

(1,534,820)

(1,947,367)

(927,669)

(4,815,922)

(114,736)
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直轄道路事業費負担金（土木部　道路建設課） ５００，０００

国直轄道路事業（今治道路、松山外環状道路インター線ほか）の道路整備に対する
県負担金

県負担率 県2.37/10～1/2

○ 直轄ダム事業費負担金（土木部　河川課） １３，９９７

国直轄ダム事業（柳瀬ダム）の堰堤改良に対する県負担金
県負担率 県0.82/3

○ 直轄河川事業費負担金（土木部　河川課） ２７４，６４４

国直轄河川改修事業（肱川及び重信川）の侵食対策等に対する県負担金
県負担率 県0.82/3

直轄砂防事業費負担金（土木部　砂防課） １２，２９７

国直轄砂防事業（重信川）の砂防堰堤工に対する県負担金
県負担率 県0.82/3

○ 空港整備直轄事業負担金（企画振興部　交通対策課） ７４，８９４

松山空港の整備（滑走路液状化対策）に対する県負担金
　 負担区分 国8.72/12　県2.7325/12　松山市0.5475/12

○ 原子力発電施設周辺地域防災強化対策費（県民環境部　原子力安全対策課）
２００，０００

伊方原子力発電所から概ね半径30km圏内に所在する要援護者施設等に放射線防護対策
機能を付加する。

即時避難が困難な要援護者等の屋内退避施設の確保
対象 要援護者施設、病院、災害時避難施設　など
内容 空気浄化フィルター等による放射線を遮断する機能等放射線防護機能の

付加工事
負担区分 国10/10

○ 工業用水道施設耐震化事業費（企業会計）（公営企業管理局　発電工水課）
１９０，５６３

耐震補強工事 松山・松前地区 浄水場施設
今治地区 取水場施設、管理事務所

耐震補強実施設計 今治地区 浄水場施設

○ えん堤管理費分担金（企業会計）（公営企業管理局　総務課） ２，８１８

玉川ダム堰堤改良費負担金

〔ゼロ国債〕

治山費（農林水産部　森林整備課） 〔債務負担行為限度額　５０６，０００〕

山地防災治山事業費
西谷川地区（四国中央市）谷止工　など　12か所

（国50/100　県50/100）

(90,200)

(16,246)

(5,706,838)

(34,497)

(743,257)

(222,749)
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２　農林水産業の振興 ５，０９５，７４５

○ 造林費（農林水産部　森林整備課） １，２６６，６６９

造林間伐促進費
3,530hａ

負担区分 国30/100　県10/100

○ 森林そ生集団間伐促進事業費（農林水産部　森林整備課） １６７，２００

森林整備の推進や県産材の増産を図るため、搬出間伐等に要する経費を補助する。
事業主体 森林組合、林業事業体
補助対象 間伐、森林作業道開設
事業量 450ha
負担区分 国30/100　県10/100
（森林環境保全基金を充当）

林道費（農林水産部　林業政策課） １４９，７２０

林道整備事業費
長崎明神山線（久万高原町）　など　4路線

県営　 （国54.5/100　他10/100　県35.5/100）
団体営　 国50/100　県0・5/100

漁港建設費（農林水産部　漁港課） ２６，８５０

広域漁港整備事業費 11,550千円
佐田岬漁港（伊方町）係船岸

県営 （国50/100　県50/100）
地域漁港海岸総合整備事業費 15,300千円

御荘漁港（愛南町）物揚場、船揚場
団体営 国50/100

◎ 農業構造改革支援基金積立金（農林水産部　農産園芸課） ４５５，４４５

農業経営対策事業費補助金を原資として基金を設置し、農用地利用の効率化や高度化の
促進を図る。

基金名 愛媛県農業構造改革支援基金
積立金 農業経営対策事業費補助金、基金利子
事業内容 農地中間管理機構による農地の集積・集約化　など

○ 森林そ生緊急対策基金積立金（農林水産部　森林整備課） ３，０００，３８３

森林整備加速化・林業再生事業費補助金を原資として基金を積み増し、県産材の需要拡大や
安定的・効率的な供給体制の構築を図る。

基金名 愛媛県森林そ生緊急対策基金
積立金 森林整備加速化・林業再生事業費補助金、基金利子
事業内容 木造公共施設やバイオマス利用施設の整備、林業機械の導入　など
設置期間 21～26年度

○ 鳥獣害防止対策事業費（農林水産部　農産園芸課） ２９，４７８

深刻化する野生鳥獣による農作物被害の軽減を図るため、被害防止施設の設置を促進する。
事業主体 市町
実施主体 市町協議会
事業内容 侵入防止柵等の設置
補助率 国10/10

(3,176,898)

(3,827,949)

(169,097)

(1,874,767)

(407,600)

(1,202,168)
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３　雇用対策、消費者行政活性化等 ２，０７６，３１２

○ 愛媛県緊急雇用創出事業臨時特例基金積立金（経済労働部　労政雇用課）
１，９２５，２４１

緊急雇用創出事業臨時特例交付金を原資として基金を積み増し、離職した非正規労働者などの
雇用創出を促進する。

基金名 愛媛県緊急雇用創出事業臨時特例基金
積立金 緊急雇用創出事業臨時特例交付金、基金利子
実施方法 委託事業
雇用期間 1年以内
設置期間 20～27年度

○ 消費者行政活性化基金積立金（県民環境部　県民生活課） ２１，７２２

地方消費者行政活性化交付金を原資として基金を積み増し、消費生活相談窓口の機能強化等、
本県における消費者行政の活性化に資する事業を実施する。

基金名 愛媛県消費者行政活性化基金
積立金 地方消費者行政活性化交付金、基金利子
事業内容 市町消費生活相談窓口の支援、食品表示等適正化の取組強化　など
設置期間 20～26年度

○ 石鎚山トイレ整備事業費（県民環境部　自然保護課） １１０，０００

石鎚山に休憩所を併設した環境配慮型トイレを整備する。
事業内容 建屋工事、設備工事
負担区分 国45/100　県55/100

○ 地域自殺対策緊急強化基金積立金（保健福祉部　健康増進課） １８，０８９

地域自殺対策緊急強化交付金を原資として基金を積み増し、地域における自殺対策を強化
する。

基金名 愛媛県地域自殺対策緊急強化基金
積立金 地域自殺対策緊急強化交付金、基金利子
事業内容 相談支援事業、人材養成事業　など
設置期間 21～27年度

○ 介護保険事業者等指定・指導事業費（保健福祉部　長寿介護課） １，２６０

介護保険制度改革に伴うサービス事業者の増加等に対応するため、情報管理システムの改修を
行う。

(1,932,850)

(21,844)

(18,274)

(6,229)

(140,000)
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